
 

 

平成

１

２

 

平成 28 年度

１）介護保険法

１ 介護支援専門員

立って

護予防

事業が

誠実にその

２ 介護支援専門員

ればならない

３ 介護支援専門員

知識及

 

※ 平成２６

 に関する法律

 

 

 

２）平成 28

年度以降

介護保険法 第６９

介護支援専門員は

って、当該要介護者等

護予防サービス若

が特定の種類又

にその業務を

介護支援専門員

ればならない。 

介護支援専門員

知識及び技術の水準

２６年６月１８日

法律」に基づく

28 年度の研修制度

以降の介護支援専門員研修体制

６９条の３４

は、その担当

当該要介護者等に提供

若しくは地域密着型介護予防

種類又は特定の

を行わなくてはならない

介護支援専門員は、厚生労働省令

介護支援専門員は、要介護者等

水準を向上させ

日に成立した「

づく介護保険法一部改正

研修制度の見直

介護支援専門員研修体制

の３４（介護支援専門員

担当する要介護者等

提供される居宅

地域密着型介護予防

の事業者若しくは

わなくてはならない

厚生労働省令で定

要介護者等が自立

させ、その他

「地域における

介護保険法一部改正により

見直し 

介護支援専門員研修体制

介護支援専門員の

要介護者等の人格

居宅サービス

地域密着型介護予防サービス

しくは施設に

わなくてはならない。 

定める基準に

自立した日常生活

他その資質の

における医療及び介護

により法第６９条の３４

介護支援専門員研修体制

の義務） 

人格を尊重し、

サービス、地域密着型

サービス又は特定介護予防

に不当に偏ることのないよう

に従って、介護支援専門員

日常生活を営むのに

の向上を図るよう

介護の総合的な確保

の３４第３項の

介護支援専門員研修体制 

 

、常に当該要介護者等

地域密着型サービス

特定介護予防・

ることのないよう

介護支援専門員

むのに必要な援助

るよう努めなければならない

確保を推進するための

の規定が新設された

当該要介護者等

サービス、施設サービス

・日常生活支援総合

ることのないよう、公正

介護支援専門員の業務を

援助に関する

めなければならない

するための関係法律

された。 

資料

当該要介護者等の立場に 

サービス、介 

日常生活支援総合 

公正かつ 

を行わなけ 

する専門的 

めなければならない。 

関係法律の整備等

資料 ４ 

 

 

 

 

整備等 

  



 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護支援専門員

                 

介護支援専門員

介護支援専門員

                 

介護支援専門員実務研修

介護支援専門員専門研修

                 

実務研修の

専門研修の見直

                        

の見直しについて

任意研修

った

者基礎研修

統合

（＝

の充実

見直しについて

       

しについて 

任意研修であ

った実務従事

者基礎研修を

統合 

（＝実務研修

充実） 

しについて 

        

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主任介護支援専門員研修

基
礎
資
格
に
お
け
る
実
務
経
験

（直
接
的
な
援
助
の
経
験
） 

介
護
支
援
専
門
員
実
務
研
修
受
講
試
験 

主任介護支援専門員研修

主任介護支援専門員更新研修

「
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
基
本
を
習
得
し
、
多
職
種
と
協
働

・
連
携
し
な

が
ら
専
門
職
と
し
て
の
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
」 

主任介護支援専門員研修

主任介護支援専門員更新研修

介
護
支
援
専
門
員
実
務
研
修 

「ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
基
本
を
習
得
し
、
多
職
種
と
協
働

・
連
携
し
な
が

ら
専
門
職
と
し
て
の
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
」 

実
務
経
験

（就
業
後

６
カ
月
以
上
３
年
以
内
） 

の
連
携
や
多
職
種
協
働
を
図
り
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
実
践
で
き
る
」 

証
交
付 

主任介護支援専門員研修の

主任介護支援専門員更新研修として

介護支援専門員

介
護
支
援
専
門
員
専
門
研
修

（専
門
課
程
Ⅰ
） 

「
専
門
的
知
識

・
技
術
を
習
得
し
、
多
様
な
疾
病
や
生
活
状
況
に
応
じ
医
療
と

の
連
携
や
多
職
種
協
働
を
図
り
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
実
践
で
き
る
」 

実
務
経
験

（就
業
後

３
年
以
上
） 

更新期限５年

の見直しについて

として創設 

介護支援専門員の養成

介
護
支
援
専
門
員
専
門
研
修

（専
門
課
程
Ⅱ
） 

「
主
体
的
に
個
別
支
援
、
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
や
事
例
に
応
じ
た
支
援
方

法

・
内
容
の
改
善
を
行
え
る
」 

OJT、OFF

年 

しについて 

養成の全体像 

実
務
経
験 

（十
分
な
知
識

・
経
験
） 

け
た
地
域
づ
く
り
を
実
践
で
き
る
」 

OFF-JT、自己研鑚

 

 

実
務
経
験 

主
任
介
護
支
援
専
門
員
研
修 

「
関
係
者
と
の
連
絡
調
整
、

ス
ー
パ
ー
バ
イ

ズ
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
向

け
た
地
域
づ
く
り
を
実
践
で
き
る
」 

自己研鑚 

更新期限５

実
務
経
験 

（主
任
と
し
て
の
経
験
） 

（
更
新
研
修
） 

（
更
新
研
修
） 

更新期限５年

５年 

専
門
課
程
Ⅱ 

（
更
新
研
修
） 

主
任
介
護
支
援
専
門
員 

（
更
新
研
修
） 

専
門
職
と
し
て
の 

能
力
の
保
持

・
向
上 

主
任
と
し
て
の 

能
力
の
保
持

・
向
上 

年 

専
門
職
と
し
て
の 

主
任
と
し
て
の 



 

 ３）香川県における研修体系等（案） 

 研 修 名 研 修 対 象 者 
平成 28 年

度以降（案） 

１ 

実務研修 介護支援専門員実務研修受講試験合格者 
８７時間 

＋実習 

更新研修  

（実務経験者） 

・以前に実務経験があるが、現在、介護支援専門員の実務に従事

していない者で、今後、実務につく予定の者 

・現在、介護支援専門員の実務に従事しているが、法定研修が未

受講である者 

５４時間 

更新研修 

 （実務未経験者）  

有効期間（5 年）の間で、介護支援専門員の実務経験がないが、今

後、実務に就く予定の者 
８４時間 

再研修 専門員証の有効期間が満了しているが、今後実務につく予定の者 ８４時間 

３ 専門研修課程Ⅰ 

介護支援専門員の業務に従事している者 

（介護支援専門員証の有効期間内） 

専門研修課程Ⅰ：就業後 6 カ月以上の者 

専門研修課程Ⅱ：専門研修課程Ⅰを修了し、就業後 3 年以上の者 

 

専門研修課程Ⅰ、Ⅱ  スキルアップ研修：上記就業年数要件 

更新に係る研修：有効期間満了１年以内 

５６時間 

４ 専門研修課程Ⅱ ３２時間 

５ 
主任介護支援専門員

研修 

利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実践できている介

護支援専門員   (要件の詳細は省略)  
７０時間 

６ 
主任介護支援専門員

更新研修 

主任介護支援専門員研修修了証明書の有効期間がおおむね 2 年

以内に満了する主任介護支援専門員    

 （要件の詳細は省略） 

４８時間 

４）主任介護支援専門員に関すること 

（１）主任介護支援専門員の更新について 

☆平成 28 年度から主任介護支援専門員の更新制度（5 年）が導入されます。 

★平成 28 年度の主任介護支援専門員研修から修了証明書に有効期間が明記されます。 

  ☆平成 27 年度までの主任介護支援専門員の有効期間と更新研修受講年度 

主任介護支援専門員研修 修了年度 有効期間満了日 更新研修受講年度 

平成 18 年度～平成 23 年度 

（平成 24 年 3 月末までの修了証明書） 平成 31 年 3 月 31 日 平成 28，29，30 年度 

平成 24 年度～平成 25 年度 

（平成 26 年 3 月末までの修了証明書） 平成 32 年 3 月 31 日 平成 30，31 年度 

平成 26 年度 

（平成 27 年 2 月 9 日の修了証明書） 平成 32 年 2 月 8 日 平成 30，31 年度 

平成 27 年度  

（平成 28 年 2 月 10 日の修了証明書） 平成 33 年 2 月 9 日 平成 31，32 年度 



 

 （２）主任介護支援専門員の研修と有効期間について 

・主任介護支援専門員の資格を更新するために、主任介護支援専門員更新研修を修了しておく必要

があります。（更新研修は、有効期間満了のおおむね２年前から受講することができます。） 

・主任介護支援専門員の資格を消失した場合であって、主任介護支援専門員の資格が必要な場合は、

再度、主任介護支援専門員研修を受講する必要があります。 

・主任介護支援専門員更新研修を修了した者は、介護支援専門員更新研修（専門研修課程Ⅱ）を修

了したものとみなします。 

・主任介護支援専門員更新研修修了により、主任介護支援専門員の資格の有効期間は５年間延長さ

れ、同時に介護支援専門員証の有効期間の更新手続き（申請）をすることにより、員証も同期間

で延長されます。 

・主任介護支援専門員は、更新研修受講に必要な要件をご確認の上準備をお願いします。 

    （介護保険最新情報 Vol.419 介護支援専門員資質向上事業実施要綱 別添６ 参照） 

     県の要項等については、随時、「介護支援専門員支援情報」等で周知いたします。 

 

例）Aさんの研修受講と更新の流れ 

・介護支援専門員証有効期間：～H29.3.31  

  ・主任介護支援専門員研修修了日：H28.10.3（有効期間 H28.10.3～H33.10.2） 

  ①介護支援専門員専門研修課程Ⅱを受講し、介護支援専門員証の更新：H29.4.1～H34.3.31 

  ②主任介護支援専門員更新研修修了日：H32.12.10（有効期間は H33.10.3 ～H38.10.2 ） 

   介護支援専門員証の有効期間の更新申請により、員証の有効期間は H38.10.2 に延長される。 

 

   

（３）介護支援専門員実務研修実習に関する協力依頼について 

 ・平成 27 年度の報酬改定により、特定事業所加算の見直しが実施され、「法定研修等における実習

受け入れ事業所となるなど人材育成への協力体制の整備」が必須要件となっています。 

 ・実務研修の実習は、実習期間中に受講生を同行して業務の見学等させるものであり、主任介護支

援専門員を中心に管理者や事業所の協力体制が必要です。 

 ・平成 28 年 4 月以降に、事業所に依頼する実習内容の説明と協力の可否について照会する予定です。

（事業所に依頼する実習内容の詳細は、現在検討中）   

（４）その他 

   主任介護支援専門員更新研修の受講要件として、指導事例の提出が必須となります。介護支援

専門員に対する助言等を実施した場合は、指導や助言内容等について記録を必ず残してください。

後日、記録に関する参考様式（案）を「介護支援専門員支援情報」に掲載する予定ですので、確

認の上ご活用ください。 

H28.10.3 H33.10 .3 H38.10.3

主任資格

主任等研修 主任研修
主任更新
研修②

主任更新
研修③

介護支援専門
員証

介護支援専門
員研修

専門Ⅱ①

H29.3.31 H29.4.1 H34.3.31 H38.10.3

主任介護支援専門員資格（5年） 主任介護支援専門員資格（5年） 主任介護支援専門員資格（5年）

介護支援専門員証　（5年） 介護支援専門員証　（5年）
★主任の資格の更新により

介護支援専門員証も延長 介護支援専門員証　（5年）



介護支援専門員証交付（更新：有効期間5年）

介護支援専門員実務従事者 実務に従事していない

介護支援専門員証交付（更新：有効期間5年）

介護支援専門員実務従事者 実務に従事していない

介護支援専門員研修体系（平成28年度以降）

介護支援専門員実務研修受講試験合格者

介護支援専門員実務研修（87時間＋実習）

介護支援専門員の登録　

介護支援専門員証交付（有効期間5年）

専門研修Ⅰ（56時間）

就業後6カ月以上の者

③再研修（84時間）

D

員
証
の
有
効
期
間
に
実
務
経
験
な
し

介
護
支
援
専
門
員
証
の
有
効
期
間
が
切
れ
た
者

A

専
門
研
修
Ⅰ
と
Ⅱ
修
了 ②更新研修（84時間）①更新研修（54時間）

5年

登
録
後
５
年
を
経
過
し
た
者

B

専
門
研
修
Ⅱ
未
受
講

C

以
前
に
実
務
経
験
あ
る
が
、
研
修
未
受
講

専門研修Ⅰ

専門研修Ⅱ（32時間）

就業後3年以上

A

の
者

C

の
者B

の
者

D

の
者

②更新研修（84時間）

実務未経験者

実
務
経
験
な
し

E

の
者

①更新研修（54時間）

実務経験者

5年

実
務
経
験
あ
る
が
、
研
修
未
受
講

専門研修Ⅱ（32時間）

就業後3年以上

③再研修（84時間）

員
証
の
有
効
期
間
が
切
れ
た
者

専
門
Ⅱ
未
受

講


